
   
○実施目的 
   大阪労働局では、事業所サービスの一環として、平成２５年度から四半期毎にハローワークによ 
  る管内企業への個別ヒアリングを行いながら、事業主に対し必要なサービスを提供しています。今 
  回、平成２８年度第４回目を実施し、本業務で得られた業務データを取りまとめました。 
 
○実施時期  平成２９年３月１日（水）から平成２９年３月３１日（金）まで 
 
○対象企業  ３１８社 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

          平成２８年度  
    第４回ハローワーク雇用等短期観測の結果 

 
平成２９年４月２７日  大阪労働局職業安定部 

※本文中の「ＤＩ」とはＤｉｆｆｕｓｉｏｎ Ｉｎｄｅｘの略 
  
 景気の現状、景気の先行き、正社員、非正規社員の過不足感に対する５段階の判断に、それぞれ以下の点数を与え、
これらを各回答区分の構成比（％）に乗じて大阪労働局独自でＤＩを算出している。 
 
        ・良い、不足している     ・・・・・・＋１．０ 
        ・やや良い、やや不足している ・・・・・・＋０．５ 
        ・変わらない、適正      ・・・・・・０ 
        ・やや悪い、やや過剰である  ・・・・・・－０．５ 
        ・悪い、過剰である      ・・・・・・－１．０ 

   
   正社員の過不足感について、「不足」「やや不足」と回答した企業は 
   増加し、企業全体の５６．５％に上っており、本件開始（平成２５年 
   ６月）以来最も高い割合となった。 
 
   人材不足への取組みとしては、募集をかけても人が集まらない中、 
  「人材育成の強化」や「正社員への登用」「高年齢者採用・定年延長」 
   との回答が上位を占めた。 
 
   来年春（平成３０年3月末）大学等卒業予定者の採用計画について、 
   今年度よりも採用人数を「増やす」と回答した企業の割合は、昨年度実 
   施よりも７．７ポイント上昇し、企業の新卒採用意欲の高さがみられた。 
 
 
  

※ 構成比（％）については、小数点の調整により合計と各項目の足し上げが一致しない場合がある。 

製造業 非製造業

１５８社 １６０社
（４９．７％） （５０．３％）

１１７社 ５３社 ６４社
（３６．８％） （１６．７％） （２０．１％）

１２５社 ７８社 ４７社
（３９．３％） （２４．５％） （１４．８％）

７６社 ２７社 ４９社
（２３．９％） （８．５％） （１５．４％）

産業計

規模計

５００人以上

１００人以上
４９９人以下

９９人以下

３１８社

産業別

規模別



１ 従業員の過不足感について 

・正社員の過不足感について、「不足」「やや不足」と回答した企業は５６．５％と、前回よりも５．２％上昇し、本件

開始（平成２５年６月）以来、最も高い割合となった。 

・パート・契約社員等の過不足感についても、「不足」「やや不足」と回答した企業の割合は３９．８％と、前回実施

より５．３％上昇しており、正社員以外についても不足感が高まっている。 

・過不足感ＤＩについて、昨年３月実施と比較すると、正社員、パート・契約社員等いずれも増加している。 

特に、正社員では７．４５ポイントもの大幅な増加となっており、本件開始以来最高の数値となった。 

・過不足感ＤＩを業種別にみると、正社員、パート・契約社員等とも「非製造業」の人材不足感が強い傾向が続いて

おり、特に正社員では業種間の差が広がっている。一方で、パート・契約社員等については業種間の差が小さく

なっている。 

※正社員またはパート・契約社員等の過不足感ＤＩ：「不足」または「やや不足」と回答した企業の割合から「過剰」または「やや過剰」と 
  回答した企業の割合を差し引くことによって算出した指数。指数が大きくなるほど、不足感が強いことを示す。 



・過不足感ＤＩを企業規模別にみると、正社員、パート・契約社員等とも「５００人以上」が最も高い。 

１年前と比べると、５００人以上の企業で正社員の過不足感が大きく上昇している。 

・パート・契約社員等については、正社員と比較して企業規模間の差が大きく、特に５００人以上の企業における

人材不足感が顕著となっている。 

２ 人材不足への対応・人材確保に係る取組について 

・人材不足への対応・人材確保に係る取組みについて質問

をしたところ、多い順に 

①「人材育成の強化」 

②「正社員への登用」 

③「高齢者採用・定年延長」 

という結果となった。 

・業種別にみると、製造業では、「機械の導入による省力

化」や「高齢者の採用・定年延長」を実施している企業が多

い。非製造業では、「正社員への登用」や「多様な人材の活

用」の取組みを行っているところが多い。 

・企業の規模別にみると、５００人以上の企業では約半数

の４８．１％が、「正社員への登用」や「多様な人材の活用」

と回答している。 



59.8%

72.8%

H26年度

（H27.3月調査）

H27年度

（H28.3月調査）

【全企業】

13.0Ｐ

上昇

（228社）

（193社）

34.7%

36.0%

33.5

34.0

34.5

35.0

35.5

36.0

36.5

H26年度

（H27.3月調査）

H27年度

（H28.3月調査）

【全企業】

（82社）
（67社）

1.3Ｐ

上昇

64.6%
55.2%

77.6%
68.2%

製造業 非製造業

【業種別】
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【規模別】
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23.0%

42.3%
41.7%

37.5%
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H26年度（H27.3月調査） H27年度（H28.3月調査）
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14.5Ｐ

上昇

１ 賃金調整について 

 ・平成２７年度（H27.4月～H28.3月）に 

  「賃金を増額した」と回答した企業の割合は、 

  昨年調査から１３．０ポイント上昇し、 

  ７割を超えている（７２．８％）。 

  

 ・業種別にみると「賃金を増額した」割合は、 

  「製造業」が高くなっている （７７．６％）。 

 

 ・企業規模別にみると「賃金を増額した」割合は、 

  「９９人以下」（７１．５％）、「１００人以上４９９人以  

  下」（７８．０％）が、「５００人以上」（６７．９％）より 

  高くなっている。 

  また「９９人以下」の割合が、昨年調査より最も 

  大きく上昇（１４．６ポイント）している。  

（１）賃金を増額した企業 

（２）ベースアップを実施した企業 

 ・「賃金を増額した」企業のうち「ベースアップを 

  実施」と回答した企業の割合は、昨年度から 

  １．３ポイント上昇し、３６．０％となっている。 

 

 ・業種別にみると「ベースアップを実施」した割合は 

  「製造業」が高くなっている（３７．２％）。 

 

 ・企業規模別にみると「９９人以下」の割合が、昨年  

  調査より最も大きく上昇（１４．５ポイント）している。 

※企業総数： H27.3月調査・・・323社、H28.3月調査・・・313社 
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【業種別】
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（31社）
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上昇

～企業の声～ 
 

【人材不足への対応・人材確保に係る取組みについて】 
 
・電気保全担当が高齢のため、若手２名を選抜して会社全額負担による電気工事資格取得支援中。（対象講座

には有給休暇で受講し、受験費用等会社負担）（鉄鋼業・９９人以下） 

 

・人手不足解消のために、開店と閉店のルーチンワークを高齢者の方に限定して募集をかけてみることにした。

まだ採用には至っていないので効果は分からないが、期待したい。（飲食業・１００人以上４９９人以下） 

 

・昔と比べて若い方の就労意欲の低さが見られる中で、障がい者の方は就労意欲が高い方が多く、精神と身体

の障がい者をペアで組ませるなどして人材確保に活用していきたい。（非金属製造業・５００人以上） 

 

・７０代の嘱託社員が３名おり年齢的に退職を希望しているが、まだ技術の継承ができておらず、勤務延長し

てもらっている。（金属製品製造業・９９人以下） 

 

・食肉加工製造ラインの自動化を促進している。（食料品製造業・５００人以上） 

 

・女性が働きやすいように自社保育所を建設中。（各種商品小売業・５００人以上） 

 

【長時間労働の抑制】 
 

・長時間労働の抑制の一環として、事務所を定時から１時間後に閉めてしまう、営業に出ているものは定時を

過ぎていたら帰社させずに直帰させるなどを今月より実施。（繊維工業・５００人以上） 

 

・全管理職員対象に長時間労働の抑制（時間管理の徹底、長時間労働の解消）についての研修を実施。 

 （パルプ、紙、紙加工品製造業・１００人以上４９９人以下） 

 

・定期的な職場転換（ジョブローテーション）による社員の多能化推進。それに伴い一部の職場に残業時間が

偏った際に他職場から応援に行くことを可能にし、残業時間の平準化を図っている。          

（非金属製造業・１００人以上４９９人以下） 

 

【同一労働同一賃金の実現】 
 

・年功序列について徐々にはなくなりつつあるが、例えば同じラインで、勤続２０年と新規採用が並んで勤務

していても、同一賃金にはできない。（繊維工業・９９人以下） 

 

・同一労働同一賃金の実現に関しては、定年後の再雇用時賃金について見直しに向けて検討している。 

（化学工業・５００人以上） 

 

【雇用に影響する懸念材料】 
 

・毎年の最低賃金の引き上げに伴い、パート社員は収入が扶養範囲内に収まるように就労日数・時間を調整し

なければならない。（化学工業・ １００人以上４９９人以下） 

 

・人手不足で無資格・未経験者の方の育成ができる体制がとれない。 

（老人福祉、介護事業・１００人以上４９９人以下） 

 

※（業種 ・ 企業規模） 



３ 景況感について 
※景況感ＤＩ：「良い」または「やや良い」と回答した企業の割合から「悪い」または 

             「やや悪い」と回答した企業の割合を差し引くことによって算出した指数。 

【全企業】 

・平成２９年３月現在の景況感ＤＩは、

１２月実施（平成２８年度第３回）よ

り上昇（０．２５ポイント上昇）し、 

３．６５となった。 

※全企業（３１８社）の回答割合 

「３か月前と比べた現在の景気について」 

   良い・やや良い：２１．１％ 

   変わらない：６３．５％ 

   悪い・やや悪い：１５．４％ 

 

・３か月後の見通しＤＩは３．５５と 

低下（０．１０ポイント低下）している。 

※全企業（３１８社）の回答割合 

「３か月後の景気について」 

   良い・やや良い：２０．１％ 

   変わらない：６５．７％ 

   悪い・やや悪い：１４．２％ 

 

【業種別】 

・平成２８年３月現在の景況感ＤＩは、

製造業（０．３０）、非製造業 

（６．９５）であり、製造業は１．５５P

低下したものの景況感はプラスを

維持している。 

 

・３か月後の見通しＤＩは、製造業 

（１．９０）は上昇し、非製造業 

（５．３０）は低下している。 

～企業の声～ 
 

・訪日外国人の影響で、大型ショッピングセンター改装工事や地下鉄のトイレ改善工事などの建材の需要が

あった。（建築材料・鉱物・金属材料等卸売業・９９人以下） 

 

・建設関係の需要は出てきている。機械関係の鋳造の需要は増えてきている感触。（鉄鋼業・９９人以下） 

 

・先行きが読めない状況が続いている中、客単価が下がっている。若者がお酒を飲まなくなっていることや、

中高年では老後不安から財布のひもが固くなっている傾向にある。（飲食業 ・５００人以上） 

 

・外国人観光客を当て込んだ宿泊施設の建設、改修工事、リフォーム工事が増加することが期待されるが、技

術職員や職人（特に内装工事）が不足することが予想される。（設備工事業・９９人以下） 

 

・全国的にみると、九州の運送量が減少。荷物を九州に運んでも九州から運ぶ荷物が少なく、空の状態での輸

送は経費のみがかかってしまう。熊本地震の影響が少し残っている。（道路旅客運送業・５００人以上） 

※（業種 ・ 企業規模） 



～企業の声～ 
 
・今年度も新卒は厳しかったが、技術職については採用できた。次年度も厳しい状況が続くと思うが、学校周

りを強化していきたい。（ゴム製品製造業・ １００人以上４９９人以下） 

 

・平成２９年４月採用は計画より少ない。そのため新規学校開拓に取り組んでいる。競合他社に勝つには条件

ＵＰが有効だが、まずは企業ＰＲにて信頼関係の構築に努めている。親御さんに安心してもらいたい。 

 （建築材料等卸売業・９９人以下） 

 

・各大学でまだ内定が出ていない学生や希望職種が決まっていない学生に対しゼミに参加し、業界説明を行っ

ている。（老人福祉、介護事業・９９人以下） 

 

・新規学卒者については氷河期でないためか、危機感が薄いように感じる。学卒者もそうだが、全体的に大手

志向が強い。今後の課題として会社単位ではなく医療機器業界全体としてのＰＲが重要になると考えている。 

（その他の卸売業・１００以上４９９人以下） 

 

・高卒生については、学校からの連絡で既卒生徒も雇用している。現場作業をしたい若者が減少している。こ

れからますます人材確保が困難になる予想。（総合工事業・１００以上４９９人以下） 

 

・留学生を新卒採用（今年度韓国人１名）（総合工事業・１００以上４９９人以下） 

４ 来年春（平成３０年３月末）の大学等卒業予定者※の採用人数について 

・来年春（平成３０年３月末）の大学等卒業予定者 

 の「採用計画」について回答のあった企業のうち、 

 今年度より「採用人数を増やす」と回答した企業の

割合は、昨年実施から ７．７ポイント上昇した。  

 

・業種別にみると「製造業」「非製造業」ともに上昇し

ている。 

 

・規模別にみると「５００人以上」で１５．１ポイント上

昇と大きく増加している。 

※短大・高専・専修学校を含む 

※来年春の大学等卒業予定者の「採用計画」の回答のあった企業数： H28.3月実施・・・145社、H29.3月実施・・・155社 

※（業種 ・ 企業規模） 


